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《判例研究》

 

水難事故における引率者の注意義務
―伊万里市児童溺死事件控訴審判決―
（福岡高判平成 30・7・18 裁判所ウェブサイト）

岡 部 雅 人

【事実の概要】

C協議会が行った，「農村チャレンジキャンプ」と称するイベント中の

川遊びにおいて，参加した当時小学３年生（８歳）の児童が，他の男子児

童とともに，佐賀県伊万里市所在の伊万里市D地区活性化センター「E」

から，南南東約700m の F川の川遊びの予定場所まで移動した後，F川

に入水して溺水し，死亡した。

本件農村チャレンジキャンプを実施したC協議会は，伊万里市G課に

事務局を置き，同課の職員が事務局の職員を兼ねていた。また，本件農

村チャレンジキャンプが実施された伊万里市H地区では，村おこしのグ

ループとして I 倶楽部が結成され，I 倶楽部は，都市部の住民に農業体験

等をさせるイベントを開催しており，C協議会の構成員となっていた。

本件農村チャレンジキャンプにおいて児童を引率して監護に当たったの

は，C協議会事務局にも所属していた伊万里市G課の職員と，I倶楽部の

メンバーであるH地区の地元住民であった。

検察官は，C協議会事務局長であった伊万里市G課長 J，C協議会事務

局に所属する同課副課長K及び同課職員被告人A，I倶楽部の代表者 L，I
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倶楽部において代表補佐の役割を果たしていた被告人 Bの５名を，業務

上過失致死罪（平成25年改正前の刑法211条１項前段）で起訴した。

前記５名に対する公訴事実は，主位的訴因は，川遊びにおいて，参加

児童にライフジャケットを着用させるか，そうでなければ，安全な監視

態勢での実施計画を策定するなどの注意義務に違反した，というもので

あった。また，予備的訴因は，児童らが溺水しないように監視し，溺れた

場合には直ちに救助できる態勢をとるべき注意義務に違反した，という

ものであった。

原審は，I倶楽部に属する L及び被告人Bに対する判決，C協議会に属

する J，K及び被告人Aに対する判決を別々に宣告している（1）。これらの

判決は，L，J 及び Kについては，主位的及び予備的各訴因のいずれもが

認められないとして，無罪とし（いずれも確定），被告人 B及び被告人A

については，主位的訴因を排斥しながら，予備的訴因に基づいて罪とな

るべき事実を認定し，それぞれ有罪としたものであった。

これらの判決に対して，被告人B及び被告人Aが，それぞれ控訴した。

【判　旨】

破棄自判。無罪（確定）（2）。

１　本件農村チャレンジキャンプの実施に関する責任主体

「本件農村チャレンジキャンプは，C協議会事務局において実施内容が

企画され，伊万里市から C協議会に交付される補助金による予算措置も

され，伊万里市の公式ホームページ等において参加者が募集され，伊万

里市G課の C協議会事務局において参加者の名簿が作成されていた。実

施当日は，伊万里市役所で，参加の受付及び参加費の徴収がされていた

上，本件農村チャレンジキャンプの参加児童らに掛けられた JAの傷害
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共済（旅行）保険契約は，C協議会事務局長が締結している。」また，本件

農村チャレンジキャンプにおいては，「〔C協議会事務局に所属する〕被

告人Aが，I 倶楽部の要望を踏まえ，体験プログラム等の企画立案をし，

C協議会事務局長である Jらの決裁を経て，その内容での実施が最終決

定されているから，本件農村チャレンジキャンプの実施内容を最終的に

決定する権限は Jにあったということができる。」それゆえ，「本件農村

チャレンジキャンプの実施主体は，C協議会であり，その事務局に所属

する伊万里市 G課の職員は，本件農村チャレンジキャンプの円滑な実施

のため必要な事務処理を行うべき立場にあり，C協議会事務局長の Jは，

本件農村チャレンジキャンプの企画及び実施につき，最終決定権者とし

て責任を負うべき立場にあったということができる。」

「参加児童の保護者は，伊万里市の公式ホームページを見るなどして，

参加者を募集しているC協議会事務局を構成している伊万里市G課を信

頼して，本件農村チャレンジキャンプへの参加に応募しているのであり，

実際，参加児童の生命及び身体等に対する損害に対応するための損害保

険は，C協議会事務局長の J が締結しており，被害児童が水難事故に遭

うという深刻な事態が発生したときも，J自身が本件農村チャレンジキャ

ンプの続行中止の判断を下しているのである。実質的にみても，……I

倶楽部の関係者らは，伊万里市G課の職員らから示された方針に対して，

異論を唱えることは難しかったということができる。」

「Jは，C協議会事務局長として，部下の被告人Aから適切な報告がな

ければ，自ら報告を求めて，企画の内容や進捗状況を把握し，企画の内容

に不備があれば，それを是正させるべき責任を負った立場にあったとい

うべきである。被告人Aがもっぱら本件農村チャレンジキャンプの企画

立案に従事していたことから，Jの責任が軽減され，免除されるものでは

ない。」
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２　川遊びでの監視，救助態勢の在り方

「農村チャレンジキャンプにおける川遊びは，溺水する可能性のある危

険な場所はあったものの，児童の安全を確保するための監視及び救助態

勢は，細目を策定するまでもなく，児童らを引率した成人スタッフら各

自が，その場の状況に応じて自主的な判断で臨機応変に対応してきたの

であり，過去に危険な事態が発生していないことからすると，各自が自

分の置かれた状況を的確に把握して適正に対応すれば，参加児童らの安

全を確保することは十分に可能であったということができる。川遊びは，

本格的な登山や遠泳のように，成人の監視が必須であるような危険が付

きまとうものではなく，小中学生が成人の監視がない状態で日常の遊び

としていてもおかしくないものであることからも，そのような監視及び

救助態勢をとったことが不適切であったということはできない。」

３　被告人 Bの注意義務違反について

「被告人 Bに対する原判決は，被告人 Bは，本件農村チャレンジキャ

ンプの企画立案及び当日の進行を中心となって行っており，川遊びの開

始については , １人の判断で男子児童らのみをまず川遊びの予定場所に

連れて行くことを決定し，他の成人スタッフにその旨の指示を出し，男

子児童らの移動が始まったのであるから，溺水を防止するための監視及

び救助態勢をとるよう他の成人スタッフに指示すべき立場にあった，と

している。その上で，被告人Bは，前記のような指示を怠れば，成人スタッ

フの監視がない状態が生じ，男子児童らが監視及び救助態勢のない状態

で入水する可能性を予見し得た，としている。」

しかし，「被告人 Bは，被告人Aと打ち合わせて，本件農村チャレン

ジキャンプの企画立案に関与していたということはできるが，それは，

企画立案において原案を作成する被告人Aに，地元の実情を説明して，



水難事故における引率者の注意義務　281

円滑に本件農村チャレンジキャンプが実施できるようにしたにすぎない

ものであり，そのことから，被告人 Bが，本件農村チャレンジキャンプ

の企画を最終決定し，その実施を主導する立場にあったと結論付けるこ

とはできない。〔改行〕さらに，……被告人Bが１人で男子児童を先に川

遊びの予定場所まで移動させることを決定したとはいえないのであり，

男子児童を先に移動させることは，被告人 Bを含む成人スタッフが協議

して決定したと認めるのが相当である。」

「これらに加えて，……Jは，『E』から，男子児童を引率するK及びQ

の運転するワゴン車に続いて，Rが同乗する自動車を運転して川遊びの

予定場所に赴き，R及び Qとともに，そこで浮き輪を膨らませていた。

その間，被告人 Bは，川遊びの監視に使用するロープを取りに自宅に戻

り，Lも『E』に残っており，I 倶楽部のメンバーら地元の関係者は川遊び

の予定場所に赴いていなかったのである。……しかし，Jは，C協議会事

務局長として，本件農村チャレンジキャンプの実施について最も責任あ

る立場にあったのであり，事前に配布された資料でも川遊びの危険性は

指摘されていたから，『E』から川遊びの予定場所に移動するに当たって

は，男子児童がどのような状況に置かれているかを的確に把握しなけれ

ばならなかったというべきである。少なくとも，〔被告人Bを含む〕他の

成人スタッフは，男子児童に同行している Jらのスタッフが，男子児童

の状況を必要な範囲で把握して，不測の事態が生じたときには，それに

対応することになると認識していたということができる。」

「以上からすると，被告人Bは，男子児童が先に川遊びの予定場所に引

率されたとしても，女子児童が到着するまで，その場に待機しているも

のと認識しており，それに反して，男子児童らが勝手に川遊びを開始し

ようとしたならば，その場にいた J，R及び Qがそれを制止するものと

認識していたということができる。被告人 Bには，男子児童らが，先に

川遊びの予定場所に連れて行かれたとしても，監視及び救助態勢のない

状態で入水する可能性があることを予見できなかったというほかない。
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これに反する原判決の認定は，論理則，経験則に反しているから，是認で

きず，原判決には判決に影響を及ぼすことが明らかな事実誤認がある。」

４　被告人 Aの注意義務違反について

「被告人Aに対する原判決は，被告人Aは，本件農村チャレンジキャ

ンプの全体像を把握し，その実施状況などに問題が生じた場合には，そ

れに対処すべきC協議会の担当者であり，K及び Rに男子児童を川遊び

の予定場所に連れて行くように指示し，Jにも川遊びの予定場所への移

動を指示しているから，被告人 Bに次いで本件農村チャレンジキャンプ

を主導すべき立場であったとしている。その上で，被告人Aは，男子児

童らの移動に当たって，現地に向かう成人スタッフに対し，成人スタッ

フが揃うまで男子児童らを入水させないよう指示しなければ，川遊び場

所で成人スタッフの監視がない状態が生じ，男子児童らが監視及び救助

態勢のない状態で入水する可能性を予見し得た，としている。」

「しかし，本件農村チャレンジキャンプは，C協議会が実施しているの

であり，上司である事務局長の Jを差し置いて，事務局の職員にすぎな

い被告人Aが，その全体像を把握して，実施状況の不備に対応するなど，

本件農村チャレンジキャンプを主導するべき立場にあったなどというこ

とはできない。被告人Aは，本件農村チャレンジキャンプの企画立案に

当たってはいたが，その最終的な責任は事務局長の Jにあったのであり，

Jが，被告人Aに対して，細かい報告，企画の具体的な説明，必要に応じ

た企画の修正を求めていないことから，直ちに被告人Aが本件農村チャ

レンジキャンプを主導するべき立場にあったとするのは早計である。〔改

行〕しかも，……川遊びは各自がその場の状況に応じて臨機応変に監視

及び救助に対応することで実施されてきており，男子児童を先に川遊び

の予定場所に移動させるのは，被告人A及び被告人Bに他の成人スタッ

フが加わった協議により決定されていたのである。そうであれば，被告
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人 Aが，K及び Rに男子児童を川遊びの予定場所に連れて行くように指

示し，Jにも川遊びの予定場所への移動を促したことが，男子児童が先に

川遊びの予定場所に到着したことによって生じた被害児童の水難事故の

過失責任の根拠になるものではない。」

「以上からすると，被告人Aは，被告人Bと同様に，男子児童が先に川

遊びの予定場所に引率されたとしても，女子児童が到着するまで，その

場に待機しているものと認識していたということができ，それに反して，

男子児童らが勝手に川遊びを開始しようとしたならば，その場にいた J，

R及びQがそれを制止するものと認識していたということができる。被

告人Aには，男子児童らが監視及び救助態勢のない状態で入水する可能

性があることを予見できなかったというほかない。これに反する原判決

の認定は，論理則，経験則に反しているから，是認できず，原判決には判

決に影響を及ぼすことが明らかな事実誤認がある。」

【評　釈】

１　問題の所在

本件は，被告人B及び被告人Aが，原審における予備的訴因であった，

児童らが溺水しないように監視し，溺れた場合には直ちに救助できる態

勢をとるべき注意義務に違反したものといえるか否かが問題となった事

案である（3）。以下では，本判決において判断の対象とされた各論点につ

き，本判決の順序に従って，その理論的側面について検討する。

２　本件農村チャレンジキャンプの実施に関する責任主体

刑法211条の業務上過失致死傷罪の規定は，自然人を主体として，その
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刑事責任について規定したものである（4）。それゆえ，本件であれば，端的

に，被告人 B及び被告人Aそれぞれの，個人の責任主体性さえ認められ

れば，それで足りるはずである。

しかし，本判決においては，まず，「本件農村チャレンジキャンプの実

施主体は，C協議会」ということが確認され，その上で，「C協議会事務

局長の Jは，本件農村チャレンジキャンプの企画及び実施につき，最終

決定権者として責任を負うべき立場にあった」ということが確認されて

いる。すなわち，個人の責任主体性の特定に先立って，組織の責任主体

性がまず確認されているのである。このことから，本判決は，本件に関

与した者の注意義務の有無を，「段階的思考」（5），ないしは ,「組織関係的

観察方法」（6）といわれる手法を駆使して判定したものと評価できよう（7）。

このような手法が用いられる局面は，法人その他の組織における活動

から人の死傷結果が生じた場合であるが，これは，①ある危険状態を前

提に，特定の組織の外面的措置が問題となる場合（8）と，②複数の組織の

管理責任が併存・競合する場合（9）とに整理することができる，と指摘さ

れている（10）。そして，①の場合は，組織としての外面的措置に向けて組織

内の個人の積極的行動が要請される場面であり，まず組織としての措置

を想定した上で，組織内の個人の具体的注意義務を検討するという形で

適用され，これに対して，②の場合は，まず，⑴組織としての安全管理が

併存・競合するかを検討し，これが肯定される場合には，次に，⑵各組織

の義務の一次性，二次性が問われ，さらに，⑶各組織内の個人への注意義

務の振り分けが問題となる，とされている（11）。

この点，本件は，J，K及び被告人A の属する C協議会と，L及び被告

人 B の属する I 倶楽部という , ２つの組織が関わっている事案であるこ

とから，上記の基準に従って形式的に分類するならば，②に属する事案

といえそうである。

しかし，本判決は，「本件農村チャレンジキャンプの実施主体は，C協

議会であり，その事務局に所属する伊万里市G課の職員は，本件農村チャ
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レンジキャンプの円滑な実施のため必要な事務処理を行うべき立場にあ

り，C協議会事務局長の J は，本件農村チャレンジキャンプの企画及び

実施につき，最終決定権者として責任を負うべき立場にあった」とした上

で，「I倶楽部の関係者らは，伊万里市G課の職員らから示された方針に

対して，異論を唱えることは難しかったということができる。」と判示し

ている。このことから，本判決は，C協議会と I倶楽部という２つの組織

を，実質的には１つの組織とみた上で，①の方法論によったものとみる

のが妥当と思われる（12）。

本件においては，このことを前提として，組織内の個人，すなわち，被

告人B及び被告人Aの，具体的注意義務が検討されることとなる。

３　川遊びでの監視，救助態勢の在り方

本件においては，被告人 B及び被告人Aにつき，予備的訴因である，

児童らが溺水しないように監視し，溺れた場合には直ちに救助できる態

勢をとるべき注意義務に対する違反の有無が問題とされている。

川遊びなどの自然とのふれあいの中で生じた事故については，その引

率者に，①事前計画・準備，②活動開始前の情勢判断，③活動開始後の臨

機応変な情勢判断，配慮義務，といった注意義務が問題なり（13），とりわけ，

川遊びの場面では，①に相当するものとして，（ア）安全な場所の選定，

範囲の指定，（イ）参加者への危険箇所の周知徹底，（ウ）救命道具等の準

備が，②に相当するものとして，（エ）気象条件・河川の状況，被引率者

の装備等を確認した上での中止判断が，③として，（オ）遊泳実施中の増

水などの危険事態に対する種々の情勢判断などが，それぞれ具体的に問

題となると指摘されているが（14），ここで問題とされているのは，②に相

当する義務の違反の有無である（15）。

これについて，本判決は，「児童の安全を確保するための監視及び救

助態勢は，細目を策定するまでもなく，児童らを引率した成人スタッフ
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ら各自が，その場の状況に応じて自主的な判断で臨機応変に対応してき

たのであり，過去に危険な事態が発生していないことからすると，各自

が自分の置かれた状況を的確に把握して適正に対応すれば，参加児童ら

の安全を確保することは十分に可能であったということができる。」とし

て，「各自が自分の置かれた状況を的確に把握して適正に対応」すること

を注意義務として要求している。

そして，本判決は，最終的に，「被告人両名には，川遊びの予定場所に

向かった男子児童らが，女子児童が到着し，監視態勢が整う前，入水する

ことは予見できなかったということができるから，被告人両名に原判決

の認定した注意義務があったと認めることはできない。」として，被告人

両名につき，いずれも，予見可能性の不存在を根拠として，注意義務違反

を否定している。

以下では，本判決による被告人両名の注意義務の有無の判断について，

それぞれ，理論的側面から検討する。

４　被告人 Bの注意義務違反について

本判決が示しているとおり，「被告人Bに対する原判決は，被告人Bは，

本件農村チャレンジキャンプの企画立案及び当日の進行を中心となって

行っており，川遊びの開始については , １人の判断で男子児童らのみを

まず川遊びの予定場所に連れて行くことを決定し，他の成人スタッフに

その旨の指示を出し，男子児童らの移動が始まったのであるから，溺水

を防止するための監視及び救助態勢をとるよう他の成人スタッフに指示

すべき立場にあった，としている。その上で，被告人 Bは，前記のよう

な指示を怠れば，成人スタッフの監視がない状態が生じ，男子児童らが

監視及び救助態勢のない状態で入水する可能性を予見し得た，としてい

る。」

本件では，「各自が自分の置かれた状況を的確に把握して適正に対応」
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しなかった，という不作為が注意義務違反とされていることから，過失

不作為犯の成否が問題となっている。

過失不作為犯については，実務上，不作為犯の成立要件である作為義

務違反と，過失犯の成立要件である結果回避義務違反とが，意識的に区

別されることなく，注意義務違反として論じられることが少なくない。

しかし，理論的には，両者を区別して，前者については，保障人的地位の

有無の確認が，また，後者については，予見可能性の有無の確認が，それ

ぞれなされるべきである（16）。

この点，原判決は，被告人Bの「溺水を防止するための監視及び救助態

勢をとるよう他の成人スタッフに指示すべき立場」を保障人的地位とし

て，これを被告人Bの作為義務の発生根拠としているように思われる。

その上で，被告人Bがその指示を怠れば，成人スタッフの監視がない状

態が生じ，男子児童らが監視及び救助態勢のない状態で入水する可能性

を予見し得たとして，その予見にもとづいて，溺水を防止するための監視

及び救助態勢をとるよう他の成人スタッフに指示しなかったことをもっ

て，被告人Bに過失不作為犯が成立することを認めたものといえよう。

これに対して，本判決は，「被告人 Bが１人で男子児童を先に川遊び

の予定場所まで移動させることを決定したとはいえないのであり，男子

児童を先に移動させることは，被告人 Bを含む成人スタッフが協議して

決定したと認めるのが相当である。」としている。このことから，被告人

Bには「排他的支配」が認められないが故に，その保障人的地位を否定す

る余地もあったように思われる。そうすれば，本件においては，被告人

Bの予見可能性の有無を問題とするまでもなく，被告人 Bに保障人的地

位がないことを理由として，過失不作為犯の成立を否定することもでき

たはずである。

もっとも，実務は，必ずしも排他的支配の有無のみによって作為義務

の存否を判断しているわけではないことから（17），実務の「論理則，経験則」

に照らして，本判決においても，被告人 Bの作為義務自体を否定すると
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いう判断方法が取られなかったのかもしれない。

そうだすると，本判決のように，「被告人 Bには，男子児童らが，先に

川遊びの予定場所に連れて行かれたとしても，監視及び救助態勢のない

状態で入水する可能性があることを予見できなかった」として，過失犯の

予見可能性の問題として処理する方が，たしかに，実務の「論理則，経験

則」には合致するのであろう。

そして，本判決は明言していないが，このことを基礎づけるためには，

被告人 Bは，「男子児童らが勝手に川遊びを開始しようとしたならば，

その場にいた J，R及びQがそれを制止するものと認識していた」，とい

うことから，いわゆる「信頼の原則」が妥当し，これによって予見可能性

が否定されたものとみる必要があるように思われる。

５　被告人 Aの注意義務違反について

本判決が示しているとおり，「被告人Aに対する原判決は，被告人Aは，

本件農村チャレンジキャンプの全体像を把握し，その実施状況などに問

題が生じた場合には，それに対処すべき C協議会の担当者であり，K及

び Rに男子児童を川遊びの予定場所に連れて行くように指示し，Jにも

川遊びの予定場所への移動を指示しているから，被告人 Bに次いで本件

農村チャレンジキャンプを主導すべき立場であったとしている。その上

で，被告人Aは，男子児童らの移動に当たって，現地に向かう成人スタッ

フに対し，成人スタッフが揃うまで男子児童らを入水させないよう指示

しなければ，川遊び場所で成人スタッフの監視がない状態が生じ，男子

児童らが監視及び救助態勢のない状態で入水する可能性を予見し得た，

としている。」

このことから，原判決は，「本件農村チャレンジキャンプの全体像を把

握し，その実施状況などに問題が生じた場合には，それに対処すべき C

協議会の担当者」という立場と，「K及び Rに男子児童を川遊びの予定場
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所に連れて行くように指示し，Jにも川遊びの予定場所への移動を指示

している」という先行行為の存在をもって，被告人Aの保障人的地位を

認めたものと思われる。

その上で，被告人Aが，男子児童らの移動に当たって，現地に向かう

成人スタッフに対し，成人スタッフが揃うまで男子児童らを入水させな

いよう指示しなければ，川遊び場所で成人スタッフの監視がない状態が

生じ，男子児童らが監視及び救助態勢のない状態で入水する可能性を予

見し得た，として，それにもかかわらず，現地に向かう成人スタッフに

対し，成人スタッフが揃うまで男子児童らを入水させないよう指示しな

かったことをもって，被告人Aに過失不作為犯が成立することを認めた

ものといえよう。

これに対して，本判決は，「本件農村チャレンジキャンプは，C協議会

が実施しているのであり，上司である事務局長の Jを差し置いて，事務

局の職員にすぎない被告人Aが，その全体像を把握して，実施状況の不

備に対応するなど，本件農村チャレンジキャンプを主導するべき立場に

あったなどということはできない。」としている。それと同時に，「川遊

びは各自がその場の状況に応じて臨機応変に監視及び救助に対応するこ

とで実施されてきており，男子児童を先に川遊びの予定場所に移動させ

るのは，被告人A及び被告人Bに他の成人スタッフが加わった協議によ

り決定されていたのである。そうであれば，被告人Aが，K及び Rに男

子児童を川遊びの予定場所に連れて行くように指示し，Jにも川遊びの

予定場所への移動を促したことが，男子児童が先に川遊びの予定場所に

到着したことによって生じた被害児童の水難事故の過失責任の根拠にな

るものではない。」としている。このことから，被告人Aについても，被

告人Bと同様，「排他的支配」が認められないことを根拠として，その保

障人的地位を否定して，過失不作為犯の成立を否定することもできたは

ずである。

もっとも，本判決は，そのようにして被告人Aの作為義務を否定する
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のではなく，「被告人Aには，男子児童らが監視及び救助態勢のない状

態で入水する可能性があることを予見できなかったというほかない。」と

して，やはり，予見可能性を否定している。このことから，ここでも，い

わゆる「信頼の原則」が妥当し，これによって予見可能性が否定されたも

のとみる必要があるように思われる。

６　まとめ

本件においては，「各自が自分の置かれた状況を的確に把握して適正

に対応」することが注意義務とされており，各人が自分の置かれた状況

を的確に把握して適正に対応するはずである，ということを根拠として，

明言こそされていないものの，いわゆる「信頼の原則」を用いることに

よって，被告人らの予見可能性が否定されているものとみられる。

もっとも，本件のような場合には，各人が自分の置かれた状況を的確

に把握して適正に対応するはずだ，という，ある種の無責任体制が構築

されてしまい，その結果として，注意義務が充分に尽くされていないに

もかかわらず，誰も責任を負わない，という状況が生じるおそれがある。

また，たしかに，「信頼の原則」を，予見可能性を否定する原理と捉え

る見解もあるが，これを，予見可能性の存在は認めた上で，結果回避義務

を否定する原理と捉える見解も存在するのであり（18），この後者の立場か

らは，本判決の考え方を基礎づけることができない。

以上のことから，本件においては，被告人らの予見可能性を否定する

よりも，過失不作為犯の正犯性を基礎づけるだけの作為義務が被告人ら

には存在しなかった，とした方が，明快かつ適切だったのではないかと

思われる。



水難事故における引率者の注意義務　291

７　補論：Jの注意義務違反について

本判決は，随所において，原判決で無罪が確定している，C協議会事

務局長であった伊万里市 G課長 J の注意義務違反の存在を匂わせてい

る（19）。具体的には，本判決は，Jに関して，以下のように言及している。

「本件農村チャレンジキャンプの実施主体は，C協議会であり，その事

務局に所属する伊万里市 G課の職員は，本件農村チャレンジキャンプの

円滑な実施のため必要な事務処理を行うべき立場にあり，C協議会事務

局長の Jは，本件農村チャレンジキャンプの企画及び実施につき，最終

決定権者として責任を負うべき立場にあったということができる。」

「Jは，C協議会事務局長として，部下の被告人Aから適切な報告がな

ければ，自ら報告を求めて，企画の内容や進捗状況を把握し，企画の内容

に不備があれば，それを是正させるべき責任を負った立場にあったとい

うべきである。被告人Aがもっぱら本件農村チャレンジキャンプの企画

立案に従事していたことから，Jの責任が軽減され，免除されるものでは

ない。」

「Jは，C協議会事務局長として，本件農村チャレンジキャンプの実施

について最も責任ある立場にあったのであり，事前に配布された資料で

も川遊びの危険性は指摘されていたから，『E』から川遊びの予定場所に

移動するに当たっては，男子児童がどのような状況に置かれているかを

的確に把握しなければならなかったというべきである。少なくとも，他

の成人スタッフは，男子児童に同行している Jらのスタッフが，男子児

童の状況を必要な範囲で把握して，不測の事態が生じたときには，それ

に対応することになると認識していたということができる。」

「本件農村チャレンジキャンプは，C協議会が実施しているのであり，

上司である事務局長の Jを差し置いて，事務局の職員にすぎない被告人

Aが，その全体像を把握して，実施状況の不備に対応するなど，本件農村

チャレンジキャンプを主導するべき立場にあったなどということはでき
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ない。被告人Aは，本件農村チャレンジキャンプの企画立案に当たって

はいたが，その最終的な責任は事務局長の Jにあったのであり，Jが，被

告人Aに対して，細かい報告，企画の具体的な説明，必要に応じた企画

の修正を求めていないことから，直ちに被告人Aが本件農村チャレンジ

キャンプを主導するべき立場にあったとするのは早計である。」

「Jは，事前に，本件農村チャレンジキャンプの川遊びについて，被告

人Aから相談を受けて，救助用の浮き輪を用意することを決め，被告人

Aに指示して，児童らに指示を周知するための笛を準備させている。ま

た，Jは，『E』において，被告人Aから，先導する Sの自動車に追従する

ように促されると，被告人Aに準備させた浮き輪の所在を確認し，被告

人Aから準備させた笛を受け取って，Rとともに川遊びの予定場所に向

かい ,1, ２分遅れてそこに到着している。このような男子児童らが先に

川遊びの予定場所に引率された経過をみても，被告人Aは，主導的な立

場で Jらに移動を指示したとみる余地はなく，各自がその場の状況に応

じて臨機応変に対応するという前提で，Jらの自発的な行動を促してい

るのにすぎないのであり，Jは，それに応じて，浮き輪の所在を確認し，

笛を受け取って，川遊びの予定場所に赴いた男子児童らの監視を引き受

けたと評価されるべき行動に出ている。Jが，男子児童らの声が聞こえ

なくなったため，F川に沿って男子児童らの所在を確認しようとしたの

は，そのことの現れということができる。」

「なお，Jは，原審公判において，男子児童は，別に成人スタッフに先導

されており，既に I 倶楽部のメンバーら地元のスタッフが監視に当たっ

ていると認識していた旨供述するなど，川遊びの予定場所において，男

子児童らが入水するのを制止すべき注意義務の前提となる事実関係の認

識がなかったという趣旨の供述をしている。しかし，Jは，C協議会事務

局長という本件農村チャレンジキャンプの実施主体の責任ある立場で参

加していたのであり，児童らが一緒に川遊びの予定場所に移動する計画

が変更され，男子児童だけが先に川遊びの予定場所に引率されることに
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なったのであるから，その状況を的確に把握した上，自分の果たすべき

役割を適正に判断しなければならなかったというべきである。そうする

ことなく，漫然と川遊びの予定場所に移動しながら，格別の根拠もなく，

他の地元スタッフが監視に当たっていると認識していたというのでは，

本件農村チャレンジキャンプに参加した自分の立場に求められる注意義

務を果たしたことにはならない。」

このように，本判決には，Jについて，かなり踏み込んだ言及がみられ

るが，これをみるかぎり，かりに検察官によって Jについて控訴がなさ

れていたならば，控訴審において，Jの注意義務違反が認められた可能性

は，かなり高かったのではないかと推察される。

この種の事案においては，「不法（Unrecht）」と「不幸（Unglück）」とが

截然と区別されなければならないが，本件は，必ずしも単なる「不幸」で

は片付けられないものであったことが否定できないように思われる（20）。

 （１）　いずれも , 佐賀地判平成29・5・29裁判所ウェブサイト参照。なお , 本
件 L=原審A, 本件 B=原審 B, 本件 J= 原審 C, 本件 K=原審D, 本件A=原
審 Eである。原判決について検討するものとして , 稲垣悠一「遭難事故に
おける引率者の注意義務」専修ロージャーナル 13号（2017）1頁以下。 

 （２）　以下 , 引用した判決文中の下線及び亀甲括弧は筆者による。 
 （３）　本件評釈として , 稲垣悠一「複数主体相互間の注意義務の確定基準―
伊万里市児童溺死事件控訴審判決について―」専修ロージャーナル 14号
（2018）225頁以下。 

 （４）　高橋則夫『刑法総論〔第4版〕』（2018, 成文堂）93頁参照。なお , 法人によ
る業務上過失致死傷罪を導入する可能性を検討し , その際の問題点を指摘



294

する近時の論稿として , 仲道祐樹「JR西日本福知山線事故と法人処罰」法学
セミナー 769号（2019）31頁以下。 

 （５）　樋口亮介「注意義務の内容確定基準―比例原則に基づく義務内容の確定」
髙山佳奈子 =島田聡一郎編『山口厚先生献呈論文集』（2014, 成文堂）246頁
以下 , 同「企業災害における個人の過失責任について」山口厚=甲斐克則編
『日中刑事法の基礎理論と先端問題』（2016, 成文堂）171頁以下。そのプロ
セスの具体化を試みるものとして , 同「行政主体を経由する注意義務の内
容確定プロセス―明石市砂浜陥没事故事件第2次上告審を素材に―」井
田良ほか編『山中敬一先生古稀祝賀論文集［上巻］』（2017, 成文堂）529頁以
下 , 同「注意義務の内容確定プロセスを基礎に置く過失犯の判断枠組み（1）
（2）（3）」法曹時報69巻12号（2017）1頁以下 ,70巻1号（2018）1頁以下 ,70巻
2号（2018）1頁以下。 

 （６）　稲垣悠一「不作為的過失と不作為犯論―注意義務確定の手法に関連し
て―」刑事法ジャーナル 46号（2015）31頁。 

 （７）　稲垣・前掲注（3）230頁。なお , 私見も , このような判断のプロセスを採
用することを支持するものである（岡部雅人「過失競合事例における主体の
特定と過失行為の認定」刑法雑誌55巻2号（2016）191頁以下）。 
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200頁（三菱自工車輪脱落事件）など。 

 （９）　②に属するものとして , 最決平成2・11・29刑集44巻8号871頁（千日デ
パートビル火災事件）, 最決平成20・3・3刑集62巻4号567頁（薬害エイズ
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件倶楽部との形式的な関係や , 各成人スタッフの各組織における役職等の
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